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万円 千円 円 ％
?（ ～445) 3,544 222,675 6.3
?（ ～586) 4,762 311,404 6.5
?（ ～738) 5,862 388,232 6.6
?（ ～950) 7,170 506,543 7.1
?（950～ ) 10,135 712,777 7.0
平 均 6,295 428,326 6.8
勤労者世帯の年間収入５分位階級別１世帯当たり品目別年間支出金額調をも
とに作成した
?? 税調「個人所得課税に関する論点整理」（2005）３頁
?
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21世紀に向けた国民の参加と選択―?」においては、「給与所得控除につ
いては、今後、勤務費用の概算控除としての性格をより重視する??」との
考えを公表している。
しかし、「言うは易く行うは難し」であり、給与所得控除額の縮小は、
全国のサラリーマン5,500万人の既得権益を侵すことになり、この巨大
な権力集団の前には、政治も行政も無力といわざるを得ない現実がある。
それゆえ次善の策として、仮令、税法体系が異なっていても、立法者
は相当の覚悟をもって税収面の穴を埋めるべく、形振り構わず、法人税
法上の同族会社の役員等の給与規定を厳格化、策定してきたのではない
かと考えられるのである。
それを示唆するものとしては、第三目「役員の給与等」として、法人
税法34条～同36条の規定振りを挙げることができよう。このうち、現
在、35条は、上にみてきたように廃止になっているが、法人税法34条柱
書き及び同36条はいずれも損金不算入を規定する表現方法が採られ、損
金算入を規定する表現方法が採られてはいないのである。
すなわち、（役員給与の損金不算入）として34条は、法人の役員に対
する給与で「定期同額給与、事前届出給与、利益連動給与」以外の給与、
また、（過大な使用人給与の損金不算入）として36条は、法人がその役
員と特殊の関係のある使用人に対する給与のうち不相当に高額な部分の
金額は、いずれも損金の額に算入できないとしているのである。
本来、給与等は法人が収益を獲得するために支出する費用であるのに、
それを原則税法上の損金に算入せず、例外的に「定期同額給与、事前届
出給与、利益連動給与」の３つのパターンを損金に算入するというので
ある。
加えて、本来、実体法である法人税法ないしはその委任を受けた法令
に定めを置くべき役員給与の改定に関する規定を、国税庁が作成した「役
?? 税調「わが国税制の現状と課題―?21世紀に向けた国民の参加と選択」（2000）101
頁
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員給与に関するＱ＆Ａ??」という形でこれを公表している。
これは、課税要件法定主義の原則からは外れるものであり、そのこと
は、憲法84条に規定を置く租税法律主義に違反する可能性の高いものと
評価されるところとなっている。
４．あるべき給与所得控除と同族会社の役員等の給与規制
4.1 給与所得控除の縮減化への動向
課税行政庁（国）のこうした、一見なりふり構わぬとも映る必死の努
力の背景には、本稿の冒頭に述べたような厳しい財政事情があることは
容易に理解できよう。こうした中、平成24年度税制改正大綱が税調から
示された。それによれば、平成23年度税制改正における積残し事項への
対応として、「課税の適正化等の観点から特に緊要な事項については、平
成24年度における厳しい財政事情も踏まえつつ、平成24年度税制改正
において対応す」るとし、給与所得控除に上限を設ける見直し等の対応
を行うとしている。
しかし、政権基盤の脆弱性から、これまで平成22年度税制改正大綱及
び同23年度版において示されていた事項については、２年続けて完全に
実施されることはなかったこともあり、その実施に向けた決意とは裏腹
に実現の可能性は、若干、疑問視されるところではある。
ともあれ、ここにきて、給与所得控除に上限を設けるなどの幾分かの
縮減措置をとるとのことのようなので、関係部分について以下に取り上
げ紹介したい。
?個人所得課税>（所得税）
所得税については、「雇用形態や就業構造の変化も踏まえながら、所得
再分配機能等を回復するため、社会保障と税一体改革において、税率構
?? 国税庁ホームページhttp://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-
zeikaishaku/hojin/qa.pdf（平成20年12月）
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造を含む改革を進める必要がありますが、平成24年度税制改正では、そ
れに先立ち、課税の適正化の観点等から、緊要と考えられる以下の見直
しを行う」として、以下の項目を挙げている。
① 給与所得控除の見直し
給与所得控除については、「『勤務費用の概算控除』と『他の所得との
負担調整のための特別控除』の二つの性格を有している」が、「就業者に
占める給与所得者の割合が約９割となっている現状で、『他の所得との負
担調整』を認める必要性は薄れてきてい」るとしている。そして、現在
の給与所得控除については、「マクロ的に見ると、給与収入総額の３割程
度が控除されている一方、給与所得者の必要経費ではないかと指摘され
る支出は給与収入の約６％であるとの試算もあり、主要国との比較にお
いても全体的に高い水準となってい」るとしている。
そこで、従来、上限のなかった給与所得控除に以下のように上限を設
けるとしている。
イ 給与所得控除の上限設定
現行の給与所得控除は、給与収入に応じて逓増的に控除が増加してい
く仕組みとなっており、上限は設定されていないが、既に触れたように、
給与所得者の必要経費が収入の増加に応じて比例的に増加するとは考え
られないこと、また、主要国においても定額又は上限があること等に鑑
み、給与収入が1,500万円を超える場合の給与所得控除額については、
245万円の上限が設けられることになった。
なお、既述の役員給与等に係る給与所得控除については、「税率構造を
含む改革の方向性を踏まえ、引き続き検討してい」くとしている。
ロ 特定支出控除の見直し
今回の給与所得控除の上限設定に併せ、特定支出控除制度の使用利便
性を高めるという観点から、「特定支出の範囲を拡大するとともに、特定
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支出控除の適用判定の基準を見直す」としている。
具体的には、職務の遂行に直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、
弁理士等、法令の規定に基づいてその資格を有する者に限って特定の業
務を営むことができる資格の取得費を特定支出の範囲に追加するとして
いる。
この他、職務と関連ある図書費、職場で着用する衣服の衣服費及び職
務に通常必要な交際費も「勤務必要経費」として、特定支出の範囲に追
加するとしている。
なお、勤務必要経費については、「高額なものを購入できる高額所得者
を過度に優遇するといった不公平が生じないよう、上限を設ける」とし、
特定支出控除の適用判定の基準となる控除額については、「給与所得控除
の二つの性格について、各々２分の１であるとして、『勤務費用の概算控
除』部分、すなわち給与所得控除額の２分の１の額とし、給与所得者の
実額控除の機会を拡大」するとしている。
これらの措置については、既述した2005（平成17）年の税調基礎問題
小委員会の『個人所得課税に関する論点整理』の中で、給与所得に関し
ては、「近年における雇用形態、就業構造の変化…（中略）パート・派遣
労働者・業務請負等の非正規雇用者の割合が急上昇するなど雇用形態の
多様化も進んでいる…（中略）こうした雇用形態の多様化等の状況も踏
まえれば、雇用関係の有無だけをもって給与所得者と個人事業者を比較
し、その置かれた立場の強弱を一律に論ずることは難しくなりつつある。
すなわち、給与所得者であることを理由として、所得の計算にあたって
特別の斟酌を行う必要性は乏しくなってきているといえよう。そうした
意味では、給与所得控除の見直しが課題となる。給与所得控除について
は、従来より、給与所得者にかかる『勤務費用の概算控除』のほか、被
用者特有の事情に配慮した『他の所得との負担調整のための特別控除』
という二つの要素を含むものとして整理がなされてきた。このように被
用者特有の事情を画一的にとらえて一律の控除を行うという現行の仕組
?
）
一
七
八
二
七
六
給
与
所
得
控
除
と
同
族
会
社
の
役
員
等
の
給
与
規
制
に
つ
い
て
の
考
察
（
金
山
剛
）
みを見直し、後述の事業所得にかかる必要経費の取り扱いの見直しとあ
わせて、給与所得者の控除や申告のあり方についても、経費が適切に反
映されるような柔軟な仕組みを構築していくべきである。つまり、より
勤務の実態に即したものに変えていくとともに、職務遂行上の経費とし
て認められる特定支出控除の対象範囲の拡大について検討する必要が
あ」るとして示されていたものを実現化しようとするものである。その
意味では、レジーム・チェンジ後の新政権（税調）が打ち出した新政策
ではなく、若干、手垢のついた感はあるものの、「給与所得者と個人事業
主との課税の不均衡を是正する」ための動向として注目されるところで
ある。
4.2 給与所得控除と同族会社の役員等の給与規制のあり方
課税行政庁（国）の行動の背景には、厳しい財政事情があると上述し
たが、その行動が実を結ぶかどうかは、課税ベースの拡大と課税方法論
の問題に尽きるように思われる。
そこで、以下ではここまでに考察、検討してきた中から給与所得控除
とそれに関係する同族会社の役員等の給与規制に焦点を合わせて、その
あり方をについて述べてみたい。
曩にも触れているが、給与所得控除の性格を「概算経費控除」のみと
考えた場合でも、その金額が問題となる。それというのも、給与所得者
の勤務に必要な経費は、通常はその大部分を使用者が負担しており、給
与所得者の勤務に係る必要経費の範囲と具体的金額を明確化することに
は不可能に近い困難が伴う。税調の2003（平成15）年の所得税関係『資
料』によれば、給与所得者の勤務に関連する経費の平均は6.8％である
が、その中には家事費に該当するものも含まれているとされる。そうだ
とすれば、若干、データが古いこと等を考慮した調整も必要ではあるが、
給与所得者の勤務に必要な経費はせいぜい７％程度であると考え、これ
に現在の有力な学説でもある給与所得控除の存在理由を加える。すなわ
ち、①必要経費の個別的算定の困難性、②勤労性所得の担税力の脆弱性、
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③捕捉率の高率性、④源泉徴収による納税の早期性等に由来する給与所
得者の持つ不公平感を考慮、その調整分を３％とし、激変緩和策として、
給与所得控除の割合を数年にわたって段階的に引き下げ、最終的には、
給与所得控除分を給与収入の概ね合計10％程度に納まるようにするの
である。
つまりデータ上の実額経費に政策的考慮としての３％を加味し、現行
より信憑性をもった額としての給与所得者控除は、全体として10％で済
むことになる。また、高額給与所得者については、必ずしも収入が増加
するにつれて必要経費も増加するものとは考えられないことから、その
割合を逓減させるとともに、控除額が一定額を超える場合にはその限度
額を設ける必要があると考えている。
すなわち、ある一定の額までは収入に伴って、勤務に必要な経費が増
加するとも考えられるが、経済社会の構造変化に伴う雇用形態に応じた
給与制度の多様化等に対応し、数億円も稼得する給与所得者も存在する
昨今であるところから、彼等に際限なく一定率のそれを認めることは租
税負担の公平という点からは問題があると思われるので、歯止めとして
の最高限度額が必要となることを考慮すべきであろう。
公平課税の観点から、本稿での最大の関心事は2.5及び３．で検討し
た給与所得者としての同族会社の役員や個人事業の青色専従者や事業専
従者等に「概算経費控除」を適用する場合の、彼等と給与所得者との取
り扱いの問題である。この場合においては、一般の給与所得者の必要経
費とは異なった損金算入割合を設ける等の差異を設ける必要があると考
えられる。
そしてその上で、現行所得税法37条１項の規定を、若干、緩和して給
与所得者のみ認められている「概算経費控除」を、所得計算上の公平性
及び簡素化の観点から、上に述べているような事業所得者等にも認める
必要があると思われる。
なお、その際には、個人事業に類似した形態の家内労働者でありなが
ら、給与所得者に準じた所得計算が認められている家内労働者等の事業
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所得等の所得計算の特例??が参考になろう。
これらの手法を併せて駆使することにより、給与所得控除が大会社及
び中小会社のサラリーマンや公務員等の給与にも当然に適用されるの
に、なぜ特殊支配同族会社の経営者の役員給与分だけが「経費の二重控
除」に当たるとして所得税の上に法人税まで課税されるかといった素朴
な不満に対し、税制改正大綱で触れられているような、「給与所得者と個
人事業主との課税の不均衡」をある程度是正、解消できるものと考えて
いるものである。
また、それに加え、給与所得控除の枠を超える勤務に必要な経費が発
生した給与所得者は、彼等の選択によって実額経費に基づく申告ができ
るようにすることで、給与所得者と個人事業主との課税の公平性と透明
性とを確保する有力な政策となり得よう。
５．おわりに
2011（平成23）年12月24日、実質約96兆7000億円に上る過去最大
規模の、2012（平成24）年度予算案が閣議決定された。それを歳入面で
みると、新規国債44兆2440億円であるのに対し、税収は42兆3460億
円、税外収入??約３兆7000億円であり、これに特別会計として、年金交
付国債??２兆5882億円及び震災復興予算３兆7754億円が加わる。
新規国債の発行は新たな国の借金であるのに対して税収は国の収入で
あるが、４年連続で借金が収入（税収）を上回る異常事態であり、国の
借金漬け体質が続いていることがわかる。
?? 租税特別措置法27条
??「埋蔵金」と俗称される特別会計の積立金などであり、政権交代後の平成22年度
には10兆６千億円あったが、平成24年度には３兆７千億になり、殆ど枯渇するこ
とになった。
?? 年金交付国債は、発行時点では現金支出する必要はないが、将来的には消費税増
税分を償還に充当しなければならない。このため、24年度一般会計には計上されな
いが、そのことは、「借金を先に延ばしたに過ぎない」こととなる。
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また、社会保障費の自然増が来年度以降も毎年１兆円を上回る見通し
であることから、借金が税収を上回る状況は、今後もなお継続する可能
性が高いものと思われる。
このように、わが国の財政は最早限界にきていることが判るが、そこ
に政府による厳格な財政規律や明確な政策意思がみえてはこず、また伝
わってもこないのが気になるところである。
政府は2012（平成24）年の通常国会に消費税増税法案を提出する予定
のようであるが、これまで日本国債の金利が上昇せず、信用が保たれて
きたのは、わが国には、消費増税を含む他の税目に係るいまだ増税の余
地があったことも大きな要因の１つであると考えられるところである。
仮に、消費税増税法案ないし今後の税制改正が頓挫することになれば、
日本の金融市場とて試練と混乱に巻き込まれることにもなろう。
急速な少子高齢化社会の進展や近時の経済社会の構造変化に対応する
税制を構築するためには、これまでの税制の歪や課税の不公平を是正し、
負担を広く薄く公平に分かち合うものにしていかなければならない。所
得格差を税制を通じて是正し、適正な所得の再配分の強化を図るのも政
府の役割である。
政権交代を契機に新たな政策を打ち出し、それに伴う税制もこれまで
の柵を一新、大胆な改革を行い現下の閉塞状況を脱すべきであろう。
同時に、対GDP比200％超にも上る政府債務残高を縮減する努力に直
ちに着手し、現下のわが国の置かれた状況の身の丈に合うよう、徹底し
た無駄の削減に向けて斬り込むべきである。
政府債務は、極論すれば、インフレを惹き起こす「通貨発行権」か「国
民への課税権」の発動によって解消することができるが、政府の最大の
資産ともいうべきは、現在のところ、「国民への課税権」である。
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